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1. はじめに
本連載では、�With / After COVID-19におけるファ
イナンス組織の挑戦� と題して、今後のファイナンス組
織の在り方についての分析・考察を行っている。前々号
（2020年11月号）からDeloitteの �Finance Wheel�
のフレームワークに基づいた機能別の展望を掲載してお
り、機能別の展望第3回である本稿では Business 
Financeの在り方について考察する。

COVID-19によるBusiness Financeへの影響として
はアンケートからも読み取れる通り、「売上の悪化」や
「保有資産の価値毀損」「在庫の積み上がり」といった会
社の財務状況に悪影響を与える直近かつ速やかに対応す
べき課題が認識されている。
さらに「国内・海外子会社の業績実績集計・見通し報
告の遅延」「連結業績予測の開示の見送り（未定として
の開示）」「想定事業ポートフォリオとの乖離の発生」と

いった将来予測が描けないという課題感も持っており、
今後のビジネス環境をいかに見通すかということに関心
が高いことがうかがえる。

上 記 の よ う な 課 題 を 踏 ま え る と、With/After 
COVID-19におけるファイナンス組織は、「COVID-19
が影響を及ぼすビジネス環境における変化」が自社の財
務に与える影響を正確に捉える必要がある。
その上で蓋然性の高い将来予測を元にゴーイングコン

サーンを実現し、社会への価値提供を継続するために
は、様々なシナリオを想定し、必要なタイミングで効果
的な施策をフレキシブルに立案、必要によってはポート
フォリオを組みかえるといった難しい経営の舵取りを求
められている。

本稿では、課題解決に資する最新のDigital技術を活
用した施策を紹介させていただくことで、ファイナンス
組織に属する皆様の一助になればと考えている。

出所：Deloitte CFO Signals Japan：Special Edition
『新型コロナウイルス（COVID-19）感染拡大による企業の経理財務部門への影響、及び今後の取り組みに関する調査』
調査実施期間：2020年6月9日～6月12日
有効回答数：72
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/finance/articles/cfop/cfosignals-specialedition.html

図表1：COVID-19による経営・事業管理（Business Finance）への影響
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2.  With / After COVID-19のBusiness 
Financeの在り方
Business Financeの機能として最終的に求められる
のは、事業ポートフォリオの構築、組み換え、それに対
する経営資源配分の全体最適化と考える。そのためには
カネの面での投資余力やヒトの面での余剰人員等を正確
に把握することが必要となる。各事業における将来的な
売上、利益予測の蓋然性が低い場合、事業ポートフォリ
オの構成を誤ることになり、さらには事業ポートフォリ
オを踏まえた経営資源の適切な配分がなされない。これ
は中長期的に企業グループとして経営体力が低下するこ
とと同義である。
そのため本章ではWith / After COVID-19下における

Business Financeの在り方を（1）経営資源の原資とな
るカネを確保するための「売上悪化に対応した適切なコ
スト削減」の施策、（2）COVID-19の影響を加味したポ
ートフォリオを構築するための「過去実績に捉われない
柔軟な将来予測」の2施策を紹介する。

（1）　 直近の財務状況悪化への対応：適切なコ
スト削減

COVID-19感染拡大による売上悪化は、様々な業種で
発生している。特にインバウンドを前提としていた旅
行、交通系のビジネスにおいては、未曽有の売上落ち込
みが生じており、ニュース等でも連日報道されている。
このような局面において、売上が落ち込んでも利益を確
保するために経費削減を行う企業は増えており、実際に

着手されている企業も多いと想定される。
しかしながら、この営業費用等の経費削減に関して将

来も含めた売上影響を極小化しつつ費用を削減するとい
った適切な指示をしている企業は少ないと想像する。全
部門営業費用の一定比率削減や販売促進費等の特定費目
凍結・上限設定等といった一律のコスト削減施策は機会
損失や優良顧客の離脱をもたらし、将来売上に対する悪
影響を及ぼしてしまう可能性が高い。
例えば、新製品にかけるプロモーション費用としての

広告宣伝費を想定売上1億円の10%で1,000万円を予算
化していた場合、50%削ったがために、本来リーチす
べき顧客層に情報が伝達せず、製品売上が半分の5,000
万円になった場合と500万円の経費削減により5,000万
円の売上機会を逸することになる。広告宣伝費が売上に
与える影響を定量的に把握できていないことが原因であ
る。
さらに指示が経営側から事業部門への一方的な削減の

要請だった場合に、納得感をもって対応することはでき
るだろうか。販売促進費の凍結指示が取引先小売店の値
下げ原資となる本費用が売上に直結していると考えてい
る現場営業担当者のモチベーションを下げ、経営指示へ
の信頼感を失わせることは容易に想像できる。
このような事態を避けるために、経営からの営業費用

削減指示は、定量的な分析に裏付けられ、事業部門が納
得して実行できることがあるべき姿である。アプローチ
の一例として、アナリティクス技術を活用した実現方法
について紹介する。

売上への影響を統計学的にシミュレーションしたうえで、合理的に営業費用を削減

広告宣伝費が
大きいので削りたいが
将来的な売上に
影響しないか？

費用毎の削減額を
指定できないので、
全社一律削減を
指示するしかない

一律10%
削減目標

将来の売上への
影響を最小化した
費用削減を実現

営業部門としても
納得感を持って
対応可能

施策実施後現状

■コロナによる売上減少に伴い、全社的に費用削減を求めら
れているが、どの費用を削減すれば良いか判断できない
■そのため、一律に削減するしかないが、この影響が将来の
売上にどの程度影響するのか分からない

■各費用が売上に及ぼす影響を分析することで、想定される
売上減少に合わせて最適化された費用投入が可能となり、
逆風環境の中での利益を最大限追求できる
■上記分析を元にした営業部門指示を行うことで、費用削減
に対しての理由付けが明確化され、営業部門のモチベーシ
ョンを保ちつつ、事業運営を行うことが可能となる

売上 広告宣伝費

販売促進費

倉庫／運送費

接待交際費

相関が明確

50%削減

50%削減

削減無し

10%削減

【A領域】 【B領域】

20%削減

20%削減

20%削減

5%削減

売上に最適化された費用

売上 広告宣伝費

販売促進費

倉庫／運送費

接待交際費

相関が不明

図表2：営業費用削減に向けた合理的なアプローチ

出所：Deloitteにて検討、整理
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■分析対象とする営業費用を選定
■データアセスメントを実施し、受領デ
ータの使用可否と追加データの必要
性を検討

■受領データを加工・集計し、分析可能
な形に整備

■数値化された各営業費用の売上に対
する影響度合いおよび達成すべき売
上を考慮したうえで、削減すべき費用
および施策を検討
■営業部門のモチベーション維持も踏
まえ、納得感のある形での営業部門
への伝達方法を検討

■受領データについて、売上と営業費用
の相関分析の実施
■相関分析の結果を用いて、営業費用
から売上を説明するモデルを作成
■各営業費用の売上に対する影響力の
数値化

Step1. データ準備

スコープ定義／
データアセスメント

Step3. 現場導入

事業部門に対する導入方法の検討

Step2. データ分析

相関分析の実施／モデルの作成

売上と費用の相関をモデル化した上で、事業部門へ導入
分析 分析結果を用いたチェンジマネジメント

図表3：検討Stepと成果物のイメージ

出所：Deloitteにて検討、整理

①　Step1. データ準備：スコープ定義／データアセス
メント
本施策においてまず取り組むべき事項は、売上への影
響が大きい費目や会社として重点管理すべき費目などの
仮説を立案した上で、分析対象とする費用を決定するこ
とである。営業費用削減を目標にする場合には削減対象
となる費目が主な分析対象として設定される。
データ分析の粒度については、最終的な削減指示をど
のような単位で実施するのか、信頼できるデータを準備

可能であるのかという観点から決定する。事業部門別、
製品別、地域別等が考えられるが、事業部門以外で分析
する場合は、削減すべき費用を更に事業部門に配分する
ステップが必要になることを前提に検討が必要となる。
分析すべき費目が確定した後に、関連するデータの収

集、分析に向けたデータ正規化等の準備を行う。データ
は月次で5年以上の関連する定量的なデータが存在する
場合に高い精度での分析が可能となる。

ビジネス観点から、売上に影響が大きいと考えら
れてる費目について仮説的にピックアップを行う

経験則から、12 ヶ月×5年=60レコード程度の財務
データがあると精度の高い分析が可能

売上への影響が大きいと考えられる費目を決定し、検証／評価

データの検証／評価分析対象の選定

仮説設計

■売上への影響が大きい費目や会社として重点管理
すべき費目などに関する仮説を設計したうえで、
分析対象とすべき費用を選定

■分析対象となるデータの検証と評価を行ったうえ
で分析用に 加工・集計を実施

分析対象 広告宣伝費

販売促進費

倉庫／運送費

接待交際費

旅費交通費

消耗品費

・・・

分析対象外

売　上

データの
準備

追加データの
検証・評価

データの
検証・評価※

データの
集計・加工

業務帳票 システム
データ

分析用
ファイル

図表4：Step1. データ準備

出所：Deloitteにて検討、整理

②　Step2. データ分析：相関分析の実施／モデルの作
成
Step1で準備したデータを元に、売上への影響に関す
るモデル策定を行う。売上への影響が大きいデータは何
かという観点からデータ間の相関分析を実施する。相関
分析を踏まえて、データの傾向を確認し、組み合わせと

してのモデル策定を行う。
事業部門別に想定される売上を実現するために必要な

営業費用の組み合わせとして最適な比率を算定し、現行
予算との差分を事業部門に要請する削減金額として設定
する。
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売上 広告宣伝費 販売促進費 倉庫／運送費 接待交際費
当月 前月 前々月 当月 前月 前々月 当月 前月 前々月 当月 前月 前々月 当月 前月 前々月

売上
当月 1.00 -0.16 0.90 -0.43 0.89 0.29 0.24 0.96 -0.15 0.89 -0.45 0.79 0.72 0.60 0.49 
前月 0.93 1.00 0.88 -0.42 0.88 0.38 0.25 0.94 -0.05 0.88 -0.44 0.81 0.74 0.65 0.55 
前々月 0.77 0.25 1.00 -0.44 0.82 0.47 0.18 0.83 0.26 0.77 -0.45 0.84 0.77 0.79 0.76 

広告
宣伝
費

当月 0.94 -0.21 0.88 1.00 0.85 0.30 0.28 0.93 -0.21 0.88 -0.41 0.74 0.66 0.53 0.40 
前月 0.94 -0.27 0.83 -0.31 1.00 0.25 0.30 0.93 -0.26 0.82 -0.33 0.70 0.67 0.51 0.37 
前々月 0.91 -0.07 0.94 -0.54 0.83 1.00 0.10 0.91 -0.06 0.94 -0.56 0.76 0.72 0.64 0.51 

販売
促進
費

当月 0.86 -0.17 0.85 -0.38 0.81 0.34 1.00 0.85 -0.17 0.84 -0.40 0.71 0.59 0.49 0.38 
前月 0.45 -0.25 0.48 -0.16 0.41 0.23 0.22 1.00 -0.25 0.47 -0.20 0.29 0.16 0.06 0.01 
前々月 0.32 -0.12 0.30 -0.06 0.26 0.00 0.07 0.29 1.00 0.30 -0.07 0.21 0.12 0.17 0.04 

倉庫
／
運送
費

当月 0.26 -0.06 0.14 0.08 0.20 0.32 0.40 0.26 -0.03 1.00 0.06 0.16 0.14 -0.02 0.09 
前月 -0.04 0.46 0.16 -0.47 0.04 0.07 -0.17 0.02 0.49 0.19 1.00 0.07 0.26 0.31 0.40 
前々月 0.78 -0.21 0.79 -0.37 0.76 0.23 0.14 0.77 -0.22 0.79 -0.40 1.00 0.54 0.47 0.32 

接待
交際
費

当月 0.25 -0.03 0.15 0.21 0.19 0.37 0.27 0.30 -0.01 0.16 0.18 0.22 1.00 0.04 0.15 
前月 0.68 -0.19 0.73 -0.45 0.67 0.08 0.04 0.64 -0.22 0.72 -0.46 0.57 0.47 1.00 0.26 
前々月 0.99 -0.17 0.91 -0.51 0.88 0.16 0.18 0.97 -0.16 0.90 -0.52 0.76 0.71 0.62 1.00 

相関分析によりデータ間の関連性や傾向を把握、予測モデル作成の方向性を検討

要素間の相関や自己相関について、タイムラグ影響も含めた形で分析を実施し
データの傾向や特徴を掴んだうえでデータモデルの作成を実施

図表5：Step2.データ分析　相関分析

出所：Deloitteにて検討、整理

各事業部門の売上に対する営業費用影響度を可視化

売上に対する各営業費用の影響度を数値で示し、客観的な事実として
 売上への貢献度の大小を把握することが可能

⇒各事業部門の営業費用削減額を決定

事業部門

A部門

B部門

・・・

30％

20％

・・・

15％

20％

・・・

40％

40％

・・・

15％

20％

・・・

100％

100％

100％ ・・・

販売促進費 広告宣伝費 倉庫／
運送費 接待交際費 合計 検知された傾向

・ A領域では、広告宣伝費や接待交際費
は売上への貢献度が低い

・ B領域では、販売促進費や広告宣伝費、
接待交際費は売上への貢献度が低い

（売上）＝（販売促進費）要素×30%＋（広告宣伝費）要素×15%＋（倉庫／運送費）要素×40%＋（接待交際費）要素×15%

図表6：Step2. データ分析_売上貢献度の可視化

出所：Deloitteにて検討、整理

③　Step3. 事業部門に対する導入方法の検討
数値化された各営業費用の売上に対する影響及び想

定される売上と対応する営業費用を事業部門に実行さ
せるための施策を検討する。
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■変革の阻害要因となりう
るものについて、経営企
画部門へのヒアリングを
通じて初期討議を行う

■営業部門へのヒアリング
を通じて初期討議結果の
精緻化および営業部門
の主要人物の特定／変
革への巻き込みを試みる

■分析結果から導き出さ
れる費用削減に向けた
アクションを業務フロ
ーに落とし込む

■優先的に伝達すべき対
象者や伝達方法を検
討し、阻害要因に対す
る有効な打ち手を構築
する

■導入による現状の営業
部門の評価基準の妥
当性への影響有無を
考慮し、影響がある評
価基準に関しては、変
更要否を検討する

■正しく評価が行われる
ようにモニタリング方
法を定義する

■前段で作成するコ
ミュニケーション
プランに従い、関
係者への伝達を
開始する

■以後、必要に応じ
てコミュニケーシ
ョンプランはアッ
プデートと共に励
行する（PDCAサ
イクル）

■導入による業務改善効
果を測定し、必要に応
じて改善を行う

■現場導入後も継続的
に環境変化等に応じて
モデルを更新する

営業部門側
の阻害要因

分析

ヒアリング
（経営企画 

部門）

施策の
発表・実行

効果測定・ 
改善施策の

実施
モデリングの

更新

営業部門主
要人物との
協業による
課題抽出

ヒアリング
（営業部門）

費用削減ア
クションの業
務フローへ

の落とし込み

コミュニケー
ションプラン
の作成・更新

人事評価基
準の変更要

否検討

実践の障害分析
 （現状把握） 実施施策の構築 施策実行 保守・運用

現場の抵抗感を除去しつつ、営業費用の削減モデルをインプリメンテーション

ア
ク
シ
ョ
ン

詳
細

●❶ ●❻●❷ ●❸ ●❹

●❺

図表7：Step3. 現場導入（チェンジマネジメント）

出所：Deloitteにて検討、整理

ここで難しい対応は、営業費用の場合は可能な限り削
減すれば良いのではなく、予測された金額までは有効活
用しないと想定される売上を実現できないところにあ
る。そのため、例えば「営業費用は削減額を評価とする

のではなく、着地金額と指示された金額との乖離が少な
いことを評価」し、「売上は営業費用の乖離が少ない前
提で上振れした場合には評価する」等の事業部門モチベ
ーション維持も考慮した評価制度を合わせて検討する。

既存の評価項目（売上・利益目標達成度） 今後の評価項目（費用と売上の最適な組合せ水準到達）

費用は指定された金額との乖離の少なさ、売上は想定からの上振れを部門評価

営業費用

必ずしも合理的に算定されていない
売上・利益目標を達成したか否かのみで判断

①費用と売上の組合せがモデルで算出された
最適点に沿うか否かで判断

※②最適点をモデル外の要因による営業努力で超過した場合は
更にプラス評価

高評価
低評価【凡例】 高評価

低評価【凡例】

売上／営業費用の
想定推移カーブ

（※）この接点において営業費用追加1に対して売上の増分も1となり、
　　営業費用がそれ以上・それ以下の場合に比べて最大の利益が達成される

売
上

売上・利益目標
に未達

売
上
／
利
益

予算目標

45度線（※）
①モデルで最適化（※）された
費用と売上の組合せを実現

売上は伸びたが、費用
はそれ以上にオーバー

費用は削減したが、
売上はそれ以上に減少

②モデルで算出された最適点
を超過（モデル外の要因による

営業努力の評価）

図表8：評価項目（例）_費用と売上の組合せ水準

出所：Deloitteにて検討、整理

COVID-19感染拡大による事業環境変化については、
経営全体にかかわる非常事態であり、直近の適切な費用
削減施策を立案していくための本施策はファイナンス組
織が仕組みの設計から初期運用をリードすべきと考え
る。ただし本来ならば事業管理として必要な財務影響の

将来予測シミュレーションであり、通常時においては事
業部門自らが実施することが求められ、ファイナンス組
織はビジネスパートナーとしてデータ分析を通じたイン
サイト提供を行う体制が望ましいと考える。コーポレー
トと事業がそれぞれの役割と目的で分析が実施可能な環
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境を整備するために、予測モデルをコーポレート・事業
が共通認識のもとに設計し、標準化されたものとするこ
とが肝要である。

（2） 経営管理機能の不全課題への対応：過去実
績に捉われない柔軟な将来予測
本来は、複数のビジネスシナリオを策定しておき、各
シナリオに対応するリスク事象が発生した場合に発動す
るコンティンジェンシープランを立案しておくことが、
リスクへの備えとしては望ましい。しかしながら、その
ような準備が無い場合、前例がないCOVID-19の影響を

踏まえた将来予測を事業部門等の現場に求めることは困
難であるため、経営トップダウンでの将来予測と必要な
行動の指示が有効と考えられる。ただし、トップダウン
での指示を行う上で、下記2点の考慮が必要である。

●蓋然性と現場の納得感を高めるために、定量データ
に裏付けられた客観的な予測モデルを作ること

●環境変化へ柔軟に対応可能なシナリオプランニング
ができること

上記ポイントを抑えた、アナリティクス技術を活用
し、柔軟な将来予測を実現するための取り組みを紹介す
る。

〈仮説〉
● 一般的な予測モデルは、過去データに基づいて行われている
● 一方で、今回のコロナ禍によるビジネス環境が激変し、過去データ

のみでは信頼性が低い状況になった際に、適切な予測モデルが用
意されていない

● 予測モデルの信頼性を高めるためには売上・利益に寄与するKPI
ドライバーを見直した上で、未来に対する意思を込めたモデル作
成が必要になる

● 上記予測モデルを定性的な観点だけでなく、Analyticsに裏付け
られたデータを用いることで、 予測モデルの蓋然性が高められる

本アプローチにより
実現する姿

過去に例のない、コロナ影響のような大幅な環境変化にも対応した
予測モデルを活用したシナリオプランニングにより、より精緻な将来予測が可能となる

機能1
売上・利益に寄与するKPIツリードライバー
の因子・数値を変えながら、自社で想定した
い意思入れモデルを作成できる

機能2
SNSや新聞などのソースから、各業界の業
績に影響を与える因子のデータを抽出し、そ
の結果を予測モデルに自動的に反映させる

環境変化における要素を加味することで、より精緻な将来予測を実現
図表9：本アプローチにより実現する姿

出所：Deloitteにて検討、整理

ステップとして、まずは環境変化をビジネス観点で分
析する。次にアナリティクス技術で裏付けされたキード
ライバーを設定する。最終的にダッシュボードを作成

し、分析結果を踏まえた複数シナリオでのプランニング
が実行可能な環境を構築する。

■過去のトレンドデータが存在しない
／利用できない経営環境の変化に
対応ために、 売上・利益に寄与する
KPIツリーモデルを作成し、Analyt-
icsによる裏付けされたキードライ
バーを決定する

■シナリオプランニングで数値を変更
したいドライバーをダッシュボードと
連携させる

■Step1,2で連携させたデータを基
に、ダッシュボード上でシナリオ別に
業績シミュレーションを行う

■Step1で決定したキードライバーに
対し、SNSや新聞などのソースから、
自社の業績に影響を与えるキードラ
イバーデータを自動的に集積するた
めのモデルを設計する

■集積データをダッシュボードに反映
させるためのデータ連携を行う

Step1

ドライバーアナリティクス

Step3

シナリオプランニング

Step2
キードライバーデータ集積

モデル設計

環境変化をビジネス観点で分析し、ダッシュボード上でシナリオプランニング
図表10：Stepと成果物のイメージ

出所：Deloitteにて検討、整理

①　Step1. データ準備：スコープ定義／データアセス
メント
COVID-19のような過去のトレンドデータが存在しな
い/利用できない経営環境の変化に対応するために、ビ
ジネスにおける環境変化を分析し、売上・利益に影響す

るKPIツリーモデルを作成する。全てを分析者の主観で
ドライバーを設定することは蓋然性の観点でリスクが大
きいため、主要なキードライバーに関してはアナリティ
クス技術による裏付けを取る。
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コロナ影響を反映したKPIツリーモデルを作成し、キードライバーとなる因子を明確化

勤務地 飲み方 購入元 単価

オフィスワーカー
人口

コーヒー飲む
割合

1日あたり摂取量
（回数×量） オフィスワーク割合 テイクアウト

コンビニ・スーパー
・ドラッグストア

在宅勤務割合

イートイン

ドリップ

ペットボトル・缶・
紙パック

コーヒーマシン

ペットボトル・缶・
紙パック

自販機

Eコマース

デリバリー

コンビニ・スーパー
・ドラッグストア

自販機

Eコマース

マーケットシェア

xx%

xx%

xx%

xx%

xx%

xx%

コーヒードリンク
売上高

【凡例】　Analyticsによる裏付けを得るキードライバー
　　　　シミュレーションを行うKPI・利益ドライバー

Step1

ドライバーアナリティクス

Step2

キードライバーデータ集積
モデル設計

Step3

シナリオプランニング

コーヒー消費量
コーヒー市場全体の売上高

企業xxの売上高

図表11：Step1:ドライバーアナリティクス

出所：Deloitteにて検討、整理

②　Step2. キードライバーデータ集積／モデル設計
Analyticsによる裏付けを得るキードライバーは、デ

ータを集積させるためのモデル設計を行い、取得データ
がダッシュボードに反映するよう連携させる。

言語
データ例

■Twitterに投稿されたコロナに関連す
る言葉（テレワーク、在宅勤務など）

■SNS投稿時の位置情報
■キーワード検索時の位置情報

■SNSへ投稿された写真
■オンライン広告

■SNSに投稿された単語・文章
■新聞記事上の単語・文章
■ウェブの検索キーワード

■投稿数が急増したワードを特定し、 投
稿数を集計

■位置情報データ会社から購入

■画像解析によるカテゴリ分け
■画像解析による集計

■キーワード抽出による集計

■KPIツリーのキードライバーに集計
■結果を反映

■短期トレンドの追跡
■KPIツリーへの反映

データ設計 データ集積 データ活用

デ
ー
タ
タ
イ
プ

言
語

画
像

位
置
情
報

Step1

ドライバーアナリティクス

Step2

キードライバーデータ集積
モデル設計

Step3

シナリオプランニング

キードライバーはモデル設計を行い、最終的にダッシュボードに連携
図表12：Step2:キードライバーデータ集積モデル設計

出所：Deloitteにて検討、整理

③　Step3. シナリオプランニング
ダッシュボードを構築し、コロナ影響を考慮した予測
モデルと影響を考慮しないベースシナリオを表示する。
シミュレーションデータを手入力することで、各グラフ

の動向変化が捉えられるように表示し、ベストケース、
ワーストケースのような複数シナリオを比較、分析でき
るような環境を整える。
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予測売上高（コロナ有） 予測経費（コロナ無）
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C/F
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予測営業（コロナ無） 予測営業（コロナ有） 予測投資

予測財務 増減 予測増減（コロナ無）

予測増減（コロナ有）

KPIツリードライバー 利益ドライバー

変数1

変数2

変数3

変数

xx

xx

xx

手入力欄手入力

単価

販売数量

原価

変数

固定費

xx

xx

xx

手入力欄

xx

設定シナリオ コロナ影響を加味したモデリング 表示切替 製品別推移

数
値
が
反
映

数
値
が
反
映

シミュレーションデータを入力することで、複数シナリオでプランニング
Step1

ドライバーアナリティクス

Step2

キードライバーデータ集積
モデル設計

Step3

シナリオプランニング

手動で切替、入力可能な項目【凡例】

図表13：Step3:シナリオプランニング

出所：Deloitteにて検討、整理

ファイナンス組織としては、単にシナリオを立案する
ことがゴールではなく、そのシナリオを踏まえて経営に
どのような示唆を出せるのかという点が重要である。例
えば、ワーストケースを想定した金融機関のコミットラ
イン変更を事前に協議する、シナリオを踏まえて事業ポ
ートフォリオ組み換えのインプットとし、撤退を判断す
る等が求められる。

3.  おわりに
本稿では「With / After COVID-19におけるファイナ
ンス組織の挑戦」として、Business Finance領域にお
ける施策について紹介した。COVID-19のような不測の
事態が発生する状況下において、経営者の勘と経験のみ
で乗り越えることは非常に困難な情勢である。
このような情勢下において、ファイナンス組織におけ
るCFOや経理マネジメントクラスが経営の意思決定に
資する情報をFactに基づき分析することで客観的かつ
定量的に示し、意思決定精度を高めるような行動は今後
さらに求められる。
最新のDigital技術を活用した施策は費用が大きくな
るのではという不安もあるかと思われるが、昨今のIT、
クラウドインフラの発展、AI/コグニティブ等を活用し
たアナリティクス技術の汎用化等によりコスト面でのハ
ードルは大きく下がっている。
ファイナンス組織のデジタルトランスフォーメーショ
ン（DX）における課題は費用面よりも信頼できるデー

タである。筆者が携わった将来予測を行うためのプロジ
ェクトにおいては、分析対象となるデータの確保が一番
の課題となった。データは長期間かつ細かい粒度である
ほど予測の精度が高くなる。そのため、まずはPOC等
で予測により得られる効果を実感しつつ、データマネジ
メントのあるべき姿を描き、早急に社内データの蓄積を
検討すべきである。それが5年後、10年後の経営意思決
定を支援することは紛れもない。10年後、自らのファ
イナンス組織は鉛筆をなめて各事業の将来予測を立てて
いるだろうか。間違いなく、Factデータに基づき、
Digital技術を最大限活用して精度の高い予測を行って
いるであろうし、それができない企業は淘汰されること
が容易に想像できる。

COVID-19を契機としたファイナンス組織に求められ
るDXは実施可否を検討するステージは過ぎており必然
的な対応が求められる事項である。検討すべきポイント
はいつから始めるのかという点のみであることを強調さ
せていただき最後の締めとしたい。
次回から、�Finance Wheel� フレームワークにおけ

る提供価値の実現に求められる基盤要素（組織・人材・
システム／データ　等）に関する考察を進めていきた
い。

以　上
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